
 

四日市市告示第１５２号 

四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

平成２７年３月３１日 

四日市市長  田 中 俊 行   

 

四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱の一部を改正する要綱 

 四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱（平成１５年四日市市告示第３１２号）の

一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （奨励措置） 

第４条 市長は立地した企業に対し、予

算の範囲内で次の各号に掲げる奨励金

（以下「奨励金」という。）を交付す

ることができる。 

(1) 研究施設奨励金 

(2) 研究者集積奨励金 

 

（奨励金の交付対象事業） 

第４条 四日市市民間研究所立地奨励金

（以下「奨励金」という。）の交付対

象事業は、市内において事業者が次の

各号の分野における先進的な研究開発

を進めるために使用する事業所（以下

「研究施設」という。）の新設又は増

設を行う事業とする。 

（奨励金の交付対象事業） 

第５条 奨励金の交付対象事業は、市内

において事業者が次の各号の分野にお

ける先進的な研究開発を進めるための

事業とする。 

 

(1) （略） 

 

 

(2) 次世代半導体の研究開発に係る事

業 

(1) （略） 

(2) 次世代ディスプレイの研究開発に

係る事業 

(3) 次世代半導体の研究開発に係る事

業 



 

(3) 環境浄化分野の製品・技術の研究

開発に係る事業 

 

(4) バイオテクノロジー・健康医療の

研究開発に係る事業 

(5) 新原料への転換に対応する研究開

発に係る事業 

(6) 航空・宇宙産業の研究開発に係る

事業 

(7) 次世代自動車の研究開発に係る事

業 

(8) 次世代ロボットの研究開発に係る

事業 

(9) 既存製品から高付加価値型製品へ

の転換を図るための研究開発に係る事

業 

 

 

(4) 次世代照明の研究開発に係る事業 

(5) バイオテクノロジー・医薬品の研

究開発に係る事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 既存製品から高付加価値型製品へ

の転換を図るための研究開発に係る事

業 

（奨励金交付の要件） 

第５条 奨励金の交付対象事業者は、次

の各号に掲げる要件のすべてを満たす

者とする。 

 

 

(1) 申請の区分に応じた別表に掲げる

投下固定資産総額等の要件を満たし

ていること。 

(2) 研究施設は研究開発事業の用のみ

に供するものであること。 

 

 

 

 

 

（研究施設奨励金の交付対象事業者） 

第６条 研究施設奨励金の交付対象事業

者は、次の各号に掲げる要件のすべて

を満たす者とする。 

(1) 新たに研究組織を設置して行う事

業であること。 

 

 

 

(2) 研究施設は、新たに設置された研

究組織が使用するために市内に新設

されたものであり、当該研究開発事

業の用のみに供するものであるこ

と。 

(3) 研究施設のうち償却資産の取得価

格の合計が３千万円以上であるこ



 

 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) 研究施設について、本市の他の補

助金の交付を受けていないこと。 

と。 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

 

 ２ 前項の規定にかかわらず、すでに

研究施設奨励金の交付決定を受けた事

業に係る研究施設を増設する場合につ

いては、次の各号に掲げる要件のすべ

てを満たす者を研究施設奨励金の交付

対象事業者とすることができる。 

 (1) 増設に係る研究施設がすでに研究

施設奨励金の交付決定を受けた事業

（新たに研究組織を設置して行った

事業に限る。以下「新設研究施設奨

励事業」という。）に係る研究開発

事業の用にのみ供するものであるこ

と。 

(2) 増設に係る研究施設が新設研究施

設奨励事業の操業開始日の３年後の

日までに操業を開始したものである

こと。 

 (3) 増設に係る研究施設のうち償却資

産の取得価格の合計が３千万円以上

であること。 

(4) 増設に係る研究施設に係る事業が

公序良俗に反するおそれのないもの

であること。 

(5) 増設に係る研究施設について環境

保全及び防災対策に係る適切な措置

が講じられていること。 



 

(6) 市税を滞納していないこと。  

 

（研究者集積奨励金の交付対象事業者） 

第７条 研究者集積奨励金の交付対象事

業者は、次の各号に掲げる要件のすべ

てを満たす者とする。 

(1) 研究者が研究施設奨励金の交付対

象となっている事業（以下「研究施

設奨励事業」という。）における研

究開発に新たに専従する者であるこ

と。 

(2) 研究者が新設研究施設奨励事業に

係る計画認定の日から操業開始日の

３年後の日までに、前号の研究開発

に専従するため市外の事業所から当

該 事 業 所 に 異 動 （ 新 規 雇 用 を 含

む。）し、かつ、市内に住所を有す

る者であること。 

(3) 研究者が前号の異動日（異動後に

市内に転入した場合は転入日）から

１年を経過した日まで継続して、研

究施設奨励事業の研究開発に専従

し、かつ、市内に住所を有する者で

あること。 

２ 前項の規定にかかわらず、高度部

材イノベーションセンター（以下

「研究開発拠点」という。）の研究

室において研究開発を行う事業者に

ついては、次の各号に掲げる要件の

すべてを満たす者を研究者集積奨励

金の交付対象事業者とすることがで

きる。 



 

(1) 研究者が研究開発拠点の研究室に

おける研究開発に新たに従事する者

であること。 

(2) 研究者が研究開発拠点の研究室に

入居した日（異動後に市内に転入し

た場合は転入日）から１年を経過し

た日まで継続して、研究開発拠点の

研究室における研究開発に主に従事

し、かつ、市内に住所を有する者で

あること。 

（奨励金の額及び補助率） 

第６条 奨励金の額は、交付対象事業に

係る家屋及び償却資産の取得価格の合

計額に次表に掲げる割合を乗じた額と

し、３億円を限度とする。 

（奨励金の額及び補助率） 

第８条 研究施設奨励金の額は、研究施

設奨励事業に係る家屋及び償却資産の

取得価格の合計額に次表に掲げる割合

を乗じた額とし、３億円を限度とす

る。 

  

 研究施設（家屋及

び償却資産）取得

価格の合計額 

奨励割合   研 究施設（家屋及び

償却資産）取得価格

の合計額 

奨励割合  

 ２００，０００，

０００円以下の部

分 

１ ０ ％ （ 別 表

に 定 め る 申 請

の 区 分 ２ の 事

業 に あ っ て は

、１５％） 

  ２ ００，０００，０

００円以下の部分 

１０％  

 ２００，０００，

０００円を超える

部分から２，００

０，０００，００

０円以下の部分 

５ ％ （ 別 表 に

定 め る 申 請 の

区 分 ２ の 事 業

に あ っ て は 、

８％） 

２００，０００，０

００円を超える部分

から２，０００，０

００，０００円以下

の部分 

５％ 

 ２，０００，００ １ ％ （ 別 表 に ２，０００，０００ １％ 



 

０，０００円を超

える部分 

定 め る 申 請 の

区 分 ２ の 事 業

に あ っ て は 、

２％） 

，０００円を超える

部分 

  

２ 前項の規定にかかわらず、すでに奨

励金の交付決定を受けた事業に係る研

究施設を増設する場合の奨励金の額

は、すでに奨励金の交付決定を受けた

事業に係る研究施設並びに増設に係る

研究施設の家屋及び償却資産の取得価

格の合計額に前項の表に掲げる割合を

乗じた額（３億円を限度とする。）か

ら、すでに交付決定を受けた奨励金の

額を減じた額とする。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、新設研究

施設奨励事業に係る研究施設を増設する

場合の研究施設奨励金の額は、新設研究

施設奨励事業に係る研究施設並びに増設

に係る研究施設の家屋及び償却資産の取

得価格の合計額に前項の表に掲げる割合

を乗じた額（３億円を限度とする。）か

ら、すでに交付決定を受けた研究施設奨

励金の額を減じた額とする。 

３ （略） ３ （略） 

 ４ 研究者集積奨励金の額は、交付対象

となる研究者の増加人数（当該研究者

の増加人数が市内における事業所全体

の研究者の増加人数を上回る場合は、

当該事業所全体の研究者の増加人数）

に、研究者一人につき１００万円（研

究者が派遣社員の場合は５０万円）を

乗じた額とし、１億円を限度とする。

また、当該研究者一人につき、一回限

りの交付とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、研究開発

拠点の研究室において研究開発を行う

場合の研究者集積奨励金の額は、研究

者の増加人数（当該研究者の増加人数



 

が研究室全体の研究者の増加人数を上

回る場合は、当該研究室全体の研究者

の増加人数）に、研究者１人につき５

０万円（研究者が派遣社員の場合は２

５万円）を乗じた額とし、１億円を限

度とする。また、当該研究者一人につ

き、一回限りの交付とする。 

 

（計画認定申請） 

第７条 奨励金の交付申請をしようとす

る事業者（以下「申請者」という。）は

、工事着工の日までに、民間研究所立地

計画認定申請書（第１号様式。以下「計

画認定申請書」という。）に必要な書類

を添付して市長に提出し、次条に規定す

る計画認定を受けなければならない。な

お、すでに奨励金の交付決定を受けた事

業に係る研究施設の増設においては、前

段中「工事着工の日」とあるのは「増設

に係る工事着工の日」と読み替えるもの

とする。 

（計画認定申請） 

第９条 研究施設奨励金の交付申請をし

ようとする事業者（研究者集積奨励金

を交付申請する場合を含む。以下「申

請者」という。）は、工事着工の日ま

でに、民間研究所立地計画認定申請書

（第１号様式。以下「計画認定申請

書」という。）に必要な書類を添付し

て市長に提出し、次条に規定する計画

認定を受けなければならない。なお、

新設研究施設奨励事業に係る研究施設

の増設においては、前段中「工事着工

の日」とあるのは「増設に係る工事着

工の日」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、研究開発

拠点の研究室において研究開発を行う場

合の研究者集積奨励金の交付申請をしよ

うとする事業者は、研究者が研究開発拠

点の研究室へ入居する日までに、計画認

定申請書に必要な書類を添付して市長に

提出し、次条に規定する計画認定を受け

なければならない。 

（計画認定） 

第８条 （略） 

（計画認定） 

第１０条 （略） 



 

（計画変更申請） 

第９条 （略） 

（計画変更申請） 

第１１条 （略） 

（計画変更認定） 

第１０条 （略） 

（計画変更認定） 

第１２条 （略） 

（交付申請） 

第１１条 申請者は、交付対象事業が完

了したときは、完了の日から起算して

３０日以内に、民間研究所立地奨励金

交付申請書（第５号様式。以下｢交付

申請書｣という。）に必要な書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

 

（交付申請） 

第１３条 申請者は、研究施設奨励事業

が完了したときは、完了の日から起算

して３０日以内に、民間研究所立地奨

励金交付申請書（第５号様式。以下

｢交付申請書｣という。）に必要な書類

を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

２ 研究者集積奨励金の交付を受けよう

とする事業者は、新設研究施設奨励事

業における操業開始日から１年を経過

した日、２年を経過した日、３年を経

過した日及び４年を経過した日（この

項において「基準日」という。）を起

算日として３０日以内に、交付申請書

に必要な書類を添付して市長に提出し

なければならない。この場合におい

て、各基準日に初めて交付対象事業の

要件を満たす研究者に係る交付申請を

することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、研究開発

拠点の研究室において研究開発を行う

場合の研究者集積奨励金の交付を受け

ようとする事業者は、研究者が研究開

発拠点の研究室に入居した日（異動後

に市内に転入した場合は転入日）から

１年を経過した日を起算日として３０

日以内に、交付申請書に必要な書類を



 

添付して市長に提出しなければならな

い。 

（交付決定） 

第１２条 （略） 

（交付決定） 

第１４条 （略） 

（奨励金の請求等） 

第１３条 （略） 

（奨励金の請求等） 

第１５条 （略） 

（奨励金の返還等） 

第１４条 （略） 

（奨励金の返還等） 

第１６条 （略） 

（取得資産等の処分の制限） 

第１５条 （略） 

２ 奨励事業者は、奨励金の交付を受

けた日の属する年度の終了後３年以内

に、取得資産等を他の用途に使用し、

他の者に貸し付け、若しくは譲り渡

し、他の物件と交換し、又は債務の担

保に供しようとする（以下「取得資産

等の処分」という。）ときは、あらか

じめ市長の承認を得なければならな

い。ただし、当該取得財産等の取得価

格又は効用の増加価格が５０万円未満

のものは、この限りでない。 

（取得資産等の処分の制限） 

第１７条 （略） 

２ 奨励事業者は、奨励金の交付を受け

た日の属する年度の終了後５年以内に、

取得資産等を他の用途に使用し、他の者

に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の物

件と交換し、又は債務の担保に供しよう

とする（以下「取得資産等の処分」とい

う。）ときは、あらかじめ市長の承認を

得なければならない。ただし、当該取得

財産等の取得価格又は効用の増加価格が

５０万円未満のものは、この限りでな

い。 

（書類の整備） 

第１６条 （略） 

（書類の整備） 

第１８条 （略） 

（調査） 

第１７条 （略） 

（調査） 

第１９条 （略） 

（補助金の評価） 

第１８条 市長は、当該補助金に関する

評価を常に行い、その必要性及び効果

について十分に検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、

必要と認めたときは、要綱の改正又は

廃止その他の適切な措置を講じるもの

（事業評価） 

第２０条 市長は、当該事業に関する評

価を常に行い、その必要性及び効果に

ついて十分に検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、

必要と認めたときは、要綱の改正また

は廃止、その他適切な措置を講じるも



 

とする。 のとする。 

（補則） 

第１９条 （略） 

 

（補則） 

第２１条 （略） 

附則 附則 

１ （略） 

 （有効期限） 

２ この要綱は、平成３２年３月３１日

（以下「失効日」という。）限り、その

効力を失う。ただし、失効日までに計画

認定を受けた奨励事業については、この

要綱は、なおその効力を有する。 

１ （略） 

 （有効期限） 

２ この要綱は、平成２７年３月３１日

（以下「失効日」という。）限り、その

効力を失う。ただし、失効日までに計画

認定を受けた奨励事業については、この

要綱は、なおその効力を有する。 

 

附則の次に次の別表を加える。 

 

別表（第５条関係） 

 

申請の区分 投下固定資産総額等 

１ 一般分 
(1)研究施設のうち償却資産の取得価格の合計が３千万円以上であ

ること 

２ 拡充分 

(1)研究施設のうち償却資産の取得価格の合計が１億円以上である

こと 

(2)同一事業所内で研究開発から商用生産までを一貫して行い、国

内における拠点事業所として、維持・発展していく具体的な事業計

画があること 

 

第１号様式から第７号様式までを次のように改める。 

 

   



 

 

第１号様式（表面） 

民間研究所立地計画認定申請書 

年  月  日 

（あて先） 

四日市市長 

住 所 

      申請者                  印 

氏 名 

（法人にあってはその名称及び代表者氏名） 

 

四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱第７条の規定に基づき、次のとおり申請します。 

所 在 地  

氏 名 又 は 名 称  

代 表 者  

資本金又は出資金 円 

従 業 員 数 人 

事

業

所

概

要 
業種及び事業概要  

設 置 の 区 分 □新設   □増設（新設 認定番号   －  ） 

申 請 の 区 分 □一般分  □拡充分 

所 在 地 四日市市 

都市計画用途地域  

名 称  

業種及び事業概要 

 

 

 

家  屋 円 

償却資産 円 
研 究 施 設 等 

取 得 価 格 
合  計 円 

家  屋 延床面積     ㎡（１階     ㎡、その他     ㎡） 研 究 施 設 等 

の 規 模 等 償却資産 添付資料のとおり 

研 究 者 数 人（うち異動・新規   人） 

工 事 期 間 工事着工予定日   年  月  日 工事完工予定日   年  月  日 

申

請

を

行

う

研

究

施

設

等

の

概

要 

操業開始予定日 年  月  日 



 

 

第１号様式 （裏面） 

 

〔添付書類〕 

□企業・事業所の概要書（パンフレット等） 

□法人登記事項証明書又は住民票の写し 

□定款又はこれに類するもの（規約） 

□事業計画書（申請の事業内容（フローチャート等を含む。）、設置機器、専門用語の説明、工事工程等がわ

かるもの）※ 

□予算計画書（組織の長が承認したもの） 

□研究施設等取得価格明細書（上記見積書等の一覧表で申請書表面の金額と合致するもの） 

□研究施設等の図面 

・研究施設等の位置図（市内の事業所の場所が特定できるもの） 

・研究施設等の配置図（事業所内での場所が特定できるもの） 

・研究施設等の平面図（施設の構造及び設置機器等の配置が特定できるもの） 

□市税完納証明書 

□防災保安上及び環境保全上必要な許認可届出を証する書類 

□その他市長が必要と認める書類 

※拡充分の計画認定申請を行う場合は、同一事業所内で研究開発から商用生産までを一貫して行い、国内に

おける拠点事業所として、維持・発展していく具体的な事業計画を記載すること 

 

所 属  電 話  連絡先及び 

担 当 者 氏 名  ＦＡＸ  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２号様式 

民間研究所立地計画認定通知書 

  第  号 

年  月  日 

 

（申請者） 

                    様 

 

四日市市長                印 

 

年  月  日付けで認定申請があった計画につきまして、四日市市民間研究所立地奨励金交付

要綱第８条の規定に基づき、次のとおり計画を認定しましたので通知します。 

 

認 定 番 号 

 

 

 

 

 

対 象 事 業 名 

 

 

 

設 置 の 区 分 

 

 

新設   ・   増設    

 

申 請 の 区 分 

 

 

一般分   ・   拡充分 

 

研究施設の所在地 

 

 

四日市市 

 

 

認 定 の 条 件 等 

(1) 四日市市補助金等交付規則及び四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱の規定を

遵守すること。 

(2) この認定に係る関係書類は、事業完了後５年間保存しなければならない。 

 

 



 

 

第３号様式 

民間研究所立地計画変更認定申請書 

年  月  日 

（あて先） 

四日市市長 

住 所 

申請者                     印 

氏 名 

（法人にあってはその名称及び代表者氏名） 

 

四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱第９条の規定に基づき、次のとおり変更申請します。 

認 定 番 号  

対 象 事 業 名  

変 更 事 項  

変 更 前  

変 更 後  

変 更 年 月 日 年    月    日 

変 更 理 由  

添付書類 

□変更事項を証する書類（事業変更計画書、見積書、配置図、平面図等） 



 

 

第４号様式 

民間研究所立地計画変更認定通知書 

  第  号 

年  月  日 

 

（申請者） 

                    様 

 

四日市市長                印 

 

 

年  月  日付けで変更申請のあった計画につきまして、四日市市民間研究所立地奨励金交付

要綱第１０条の規定に基づき、次のとおり変更を認定しましたので通知します。 

 

認 定 番 号 

 

 

 

 

 

対 象 事 業 名 

 

 

 

 

 

研究施設の所在地 

 

 

四日市市 

 

 

変 更 の 条 件 等 

(1) 四日市市補助金等交付規則及び四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱の規定を

遵守すること。 

(2) この認定に係る関係書類は、事業完了後５年間保存しなければならない。 

 

 

 



 

 

第５号様式 

民間研究所立地奨励金交付申請書 

年  月  日 

（あて先） 

四日市市長 

住 所 

申請者                     印 

氏 名 

（法人にあってはその名称及び代表者氏名） 

 

    年  月  日付け  第  号で認定を受けた計画につきまして、四日市市民間研究所立地奨

励金交付要綱第１１条の規定に基づき、次のとおり交付申請します。 

認 定 番 号  

対 象 事 業 名  

申 請 の 区 分 一般分  ・  拡充分 

交 付 申 請 額         円 

家 屋   円 

償 却 資 産   円 
研 究 施 設 等 

取 得 価 格 
合 計   円 

事 業 完 了 日 年   月   日 

操 業 開 始 日 年   月   日 

添付書類：□支払明細書一覧 

□領収書等支払を証する書類 

□契約及び発注を証する書類 



 

 

第６号様式 

民間研究所立地奨励金交付決定通知書 

年  月  日 

 

 

（申請者） 

                    様 

 

四日市市長                印 

 

 

    年  月  日付けで交付申請があった事業について、四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱

第１２条の規定に基づき、次のとおり交付を決定しましたので通知します。 

認 定 番 号  

対 象 事 業 名  

申 請 の 区 分 一般分   ・   拡充分 

交 付 決 定 額                      円 

家 屋 円 

償 却 資 産 円 
研 究 施 設 等 

取 得 価 格 

合 計 円 

 

 

認 定 の 条 件 等 

(1) 四日市市補助金等交付規則及び四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱の規定

を遵守すること。 

(2) この奨励金の交付に係る関係書類は、事業完了後５年間保存しなければならな

い。 

(3) この奨励金の交付については、後日市が報告を求め、調査を行うことがある。 

 

 

 

 



 

 

第７号様式 

 

請 求 書 

 

年  月  日 

（あて先） 

四日市市長 

住 所 

申請者                     印 

氏 名 

（法人にあってはその名称及び代表者氏名） 

 

四日市市民間研究所立地奨励金交付要綱第１３条第１項の規定に基づき、奨励金を請求します。 

認 定 番 号  

対 象 事 業 名  

交 付 対 象 

研 究 者 数 
               人 

奨 励 金 額                円 

 

※振込先 

金融機関名  支 店 名  

口 座 区 分  口 座 番 号  

フ リ ガ ナ 

口 座 名 義 
 

 



 

 

 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２７年３月３１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の四日市市企業立地促進条例施行規則第２条、第３条及び別表の規定は、平成２７年４月１日以

後に指定の申請がなされた施設等に係る奨励措置から適用し、同日前に指定の申請がなされた施設等に係

る奨励措置については、なお従前の例による。 

（商工農水部工業振興課） 


